
令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

交付規程 

 

 令和２年６月５日 IPSuS第２００６０５００１号 

一般財団法人持続性推進機構制定 

 

（通則） 

第１条 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削

減のための環境経営体制構築支援事業）の交付については、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適

正化法施行令」という。）、その他の法令、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中

小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）交付要綱（令

和２年３月３０日付け環政経発第２００３３０３号。以下「交付要綱」という。）及び中

小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業実施要領（令

和２年３月２５日付け環政経発第２００３２５３号。以下「実施要領」という。）の規定

（以下「法令等」という。）によるほか、この規程の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この規程は、実施要領の規定に基づき、一般財団法人持続性推進機構（以下「IPSuS」

という。）が行う間接補助金を交付する事業の手続等を定め、もってその業務の適正かつ

確実な実施を図り、交付要綱第２条の目的の達成に資することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

第３条 IPSuS は、前条の目的を達成するため、実施要領第３の（１）に規定する事

業（以下「間接補助事業」という。）に要する経費のうち、間接補助金の交付の対

象として別表第１の第２欄において IPSuS が認める経費（以下「補助対象経費」と

いう。）について、環境大臣（以下「大臣」という。）からの交付の決定額の範囲

内において、間接補助金を交付するものとする。  

２ 前項の間接補助事業に係る間接補助金の交付を申請できる者は、別紙の２に規定

する者とする。 

３ 他の法令及び予算に基づく補助金等の交付を受けて行われる事業については、交

付の対象としない。 

４ 補助事業の実施に関する要件その他の必要な事項は、別紙に定めるとおりとする。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この間接補助金の交付額は、次に掲げる方法により算出するものとする。 

一 総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額を算出する。 



二 別表第１の第２欄に掲げる補助対象経費と第３欄に掲げる基準額とを比較し

て少ない方の額を選定する。 

三 一により算出された額と二で選定された額とを比較して少ない方の額に、別表

第１の第４欄に掲げる補助率を乗じて得た額を交付額とする。ただし、算出され

た額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（間接補助事業者としての認定のための申請） 

第５条 間接補助事業者として認定を受けることを希望する者（以下「申請者」という。）

は、様式第１による間接補助事業者交付申請書を IPSuS に提出しなければならない。 

 

（間接補助事業者としての認定） 

第６条 IPSuS は、第５条の規定による間接補助事業者認定申請書の提出があった場合には、

当該申請書の内容を審査し、間接補助事業者として認定すべきものと認めたときは、間接

補助事業者としての認定を行い、様式第２による間接補助事業者認定通知書を申請者に送

付するものとする。 

２ 第５条の規定による間接補助事業者認定申請書が到達してから、当該申請に係る前項に

よる認定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、３０日とする。 

 

（認定の条件） 

第７条 間接補助事業者としての認定には、次の条件が付されるものとする。 

一 補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施する場合は、実

施に関する契約を締結し、IPSuS に届け出なければならない。 

二 間接補助事業者は、間接補助事業の遂行の状況について、IPSuS の要求があっ

たときは速やかに様式第３による遂行状況報告書を IPSuS に提出しなければな

らない。 

三 間接補助事業者は、間接補助金の額の確定が行われるまでの間において、合

併・分割等により間接補助事業者の名称又は住所の変更が生じたときは、遅滞な

く IPSuS に報告しなければならない。 

四 間接補助事業者は、間接補助事業の経費については、帳簿及び本条第二号の様

式に基づく証拠書類を備え、他の経理と明確に区分して経理し、常にその収支の

状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿及び証拠書類を間接補助事業の

完了（中止又は廃止の承認を受けた場合を含む。）の日の属する年度の終了後５

年間、IPSuS の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかな

ければならない。 

五 IPSuS は、間接補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するために必要があると

認めるときは、間接補助事業者に対して、間接補助事業の経理について調査し、

若しくは指導し、又は報告を求めることができる。 

 

（間接補助事業者認定の取下げ） 



第８条 申請者は、第６条第１項の間接補助事業者としての認定の通知を受けた場合におい

て、認定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、申請を取り下げようとする

ときは、２０２１年２月２６日までに書面をもって IPSuS に交付申請の取下げを申し出

なければならない。 

 

 （間接補助事業の遂行の命令等） 

第９条 IPSuS は、第７条第二号の規定による報告書に基づき、間接補助事業が法令等、本

規程、交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認められると

きは、間接補助事業者に対し、これらに従って間接補助事業を遂行すべきことを指導する

ことができる。 

２ IPSuS は、間接補助金交付及び間接補助事業の適正を期するため必要があるときは、間

接補助事業者に対して報告を求め、又はその職員に間接補助事業者の事業場に立ち入り、

帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができるものとする。 

 

（交付の申請及び実績報告書） 

第１０条 間接補助事業者は、間接補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日

を経過した日又は２０２１年３月３１日のいずれか早い日までに様式第４による交付

申請書兼完了実績報告書を IPSuS に提出しなければならない。 

２ 間接補助事業者は、前項の報告をした場合、間接補助事業実施期間における二酸化炭素

削減効果等について、様式第５による事業報告書を IPSuS に提出しなければならない。 

３ 間接補助事業者は、第２項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る年

度の終了後３年間保存しなければならない。 

 

（交付の決定及び額の確定） 

第１１条 IPSuS は、第１０条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る間接補助事業の実施結果が間接補助事業

者としての認定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、間接補助金の交

付決定を行うとともに、交付すべき間接補助金の額を確定して、様式第６による間接補助

金交付決定通知書兼交付額確定通知書により間接補助事業者に通知するものとする。 

 

 （間接補助金の支払） 

第１２条 間接補助金は、前条第１項の規定により交付すべき間接補助金の額を確定した後

に支払うものとする。 

 

（交付決定の解除等） 

第１３条 IPSuS は、次の各号のいずれかに該当する場合には、第１１条第１項の交付の決

定の全部又は一部を解除することができる。 

一 間接補助事業者が、法令等若しくは本規程に基づく IPSuS の指示等に従わない場合 

二 間接補助事業者が、間接補助金を間接補助事業以外の用途に使用した場合 



三 間接補助事業者が、間接補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場

合 

２  IPSuS は、前項の解除を行った場合は、既に当該解除に係る部分に関し間接補助金が交

付されているときは、期限を付して当該間接補助金の返還を命ずるものとする。 

３  前項の間接補助金の返還期限は、その命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に

納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に応じて年利１０．

９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（間接補助金の返納等） 

第１４条 間接補助事業者は、「より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援」

を受けた参加事業者が、IPSuS が指定する第三者認証の環境マネジメントシステムの登録

審査を受審しなかった場合、当該参加事業者人件費のうち、第三者認証対応に要する人件

費の２分の１として、別表第２に定める額を IPSuSに返納しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第１５条 IPSuS は、申請者及び間接補助事業者がこの規程に従って IPSuS に提出する各

種申請書類及び経理等の証拠書類等については、間接補助金の交付のための審査及び間接

補助金の額の確定のための検査等、間接補助事業の遂行に関する一切の処理等を行う範囲

でのみ使用するとともに、善良な管理者の注意をもって適切に管理するものとする。 

 

（その他） 

第１６条 この規程に定めるもののほか、間接補助金の交付に関するその他必要な事項は、

IPSuS が別に定める。 

 

 

   附 則 

１ この規程は、令和２年６月５日から施行する。 



別表第１ 

１. 間接補助事業 ２. 間接補助 

  対象経費 
３. 基準額 

４． 交付額の

算定方法 

中小事業者による排

出量算定・排出量削減

のための環境経営体

制構築支援事業 

間接補助事業を行

うために必要な人

件費及びその他必

要な経費で IPSuSが

承認した経費 

１）初歩的な環境経営体制構築のた

め取組に対する支援(5 回支援)： 

300,000円 

（内訳） 

・間接補助事業者人件費 35,000円 

・支援相談人派遣費 115,000 円 

・参加事業者人件費 150,000 円 

 

２）より高度な環境経営体制構築の

ための取組に対する支援（5 回支

援）：410,000円 

（内訳） 

・間接補助事業者人件費 35,000円 

・支援相談人派遣費 115,000 円 

・参加事業者人件費 260,000 円（う

ち、第三者認証対応に要する人件費

は 110,000円） 

 

３）より高度な環境経営体制構築の

ための取組に対する支援（3 回支

援）：270,000円 

（内訳） 

・間接補助事業者人件費 31,000円 

・支援相談人派遣費 69,000 円 

・参加事業者人件費 170,000 円（う

ち、第三者認証対応に要する人件費

分は 80,000 円） 

２分の１（ただ

し、算出された

額が１事業者

あたり２０万

円を超える場

合は、２０万円

とする。） 

 

別表第２ 

事業者が受けた支援 返納額 

より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（5 回支援） 55,000円 

より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（3 回支援） 40,000円 

 

 

 



別紙（第３条関係） 

 

補助事業の実施に関する要件その他の必要な事項について 

 

１ 対象事業の要件 

（１）環境経営の専門家として、第三者認証に基づく環境マネジメントシステムの審査員の資格を有す

る者で、IPSuSによって、事業者に対する省エネルギー支援の実績、省エネルギーに関する専門資格等を

有するものとして総合的に評価され、支援相談人として委嘱を受けた者の中から、間接補助事業者が適

任者を選任し、中小事業者に派遣し、環境経営体制の構築支援を実施していること 

（２）環境経営体制の構築を支援するに当たり、「エコアクション２１ CO2 削減プログラム」の手引き

を参考にしていること 

 

２ 間接補助金の交付を申請できる者 

本事業について間接補助金の交付を申請できる者は、次に掲げる者とする。 

（１）民間企業 

（２）独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条第１項に規定する独立行政法人 

（３）一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人 

（４）法律により直接設立された法人 

（５）その他大臣の承認を経て IPSuSが認める者 

ただし、第三者認証に基づく環境マネジメントシステムの事務局に認定されている者であることを

条件とする。 

 

３ 二酸化炭素削減量の把握及び情報提供 

間接補助事業者は、事業の実施による二酸化炭素排出削減量を把握し、この規程及び IPSuSの求め 

に応じて、間接補助事業の実施に係るこれらの情報を提供すること。 

 

 



交付規程様式等 

様式第１  間接補助事業者交付申請書（第５条関係） 

    別紙 実施計画書 

様式第２  間接補助事業者選定申請書（第６条関係） 

様式第３  遂行状況報告書（第７条関係） 

様式第４ 間接補助金交付申請兼完了報告書（第１０条関係） 

    別紙 補助対象経費明細 

様式第５  間接補助事業報告書（第１０条関係） 

様式第６  間接補助金交付決定通知書兼交付額確定通知書（第１１条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１（第５条関係） 

 

番     号 

年  月  日 

 

 一般財団法人 持続性推進機構 

 

 

                      申請者 住    所 

                     氏名又は名称 

              代表者の職・氏名            印 

 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

交付申請書 

 

 令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のた

めの環境経営体制構築支援事業）交付規程（令和２年６月５日 IPSuS第２００６０５００１号。以下「交

付規程」という。）第５条の規定により上記間接補助事業の間接補助事業者としての選定について下記

のとおり申請します。 

 なお、交付決定を受けて間接補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従います。 

 

 

記 

 

１ 間接補助事業の目的及び内容 

       別紙１ 実施計画書のとおり 

 

２ 間接補助事業の開始及び完了予定年月日 

      交付決定の日 ～  令和３年３月３１日 

以上 



別紙 

中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業実施計画書 
 

 当団体は、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削

減のための環境経営体制構築支援事業）交付規程を理解し、その内容を承諾の上、間接補助事業者（担当地

域事務局）に応募します。本申請書の記載内容に間違いはありません。また、本紙のとおり活動します。 

 

1. 間接補助事業に係る連絡担当者 

氏名  

①連絡先所在地 〒 -   

②連絡先電話番号  

③メールアドレス  

 

2. EMS 事務局としての基本情報 

①EMS 事務局としての 

名称 
 

②当団体をEMS事務局として

認定をした法人・団体等の名称 
 

③EMS 事務局としての 

認定日及び活動年数 
(令和  年  月  日現在)  年  月  日（活動年数  年  ヶ月） 

④担当している EMS の 

認証・登録事業者数 

事業者 

(令和  年  月  日現在) 

⑤左記のうち従業員数 100 名未

満の事業者数（%） 

事業者 1) 

（ %） 

1)別途、担当する事業者の所在地、業種、従業員数を含む事業者一覧を添付すること 

3. 実施体制 

担当者等 氏名 

EMS 関

連業務

の経験

年数 3) 

EMS 関連業務経験の具体的な内容 

①間接補助事業責任者 2)    

②間接補助事業実務担当者 2)    

③間接補助事業経理担当者 2)    

2)責任者、実務担当者、及び経理担当者は別の個人が担当すること。3)経理担当者については、経理業務に関する経験年数を記入すること。 

 

 

 



4. 間接補助事業の運営・管理に係る方針・内容等 

①支援相談人の適切な選任にあ

たっての、専門性の把握方法、活

動地域等の確認方法、及び、公平

な選任についての考え方 

 

②支援相談人に対する本事業の

説明方法及び管理監督の考え方 
 

③支援相談人から受ける 

戸別支援の報告内容・ 

CO2 排出量算定結果に 

関する確認体制及び方法 

 

 

5. 参加事業者の獲得に関する方針・手法等 

①参加事業者の獲得目標        

②担当が可能な都道府県  

③事業者向け説明会、セミナー

等の実施、及び、ホームページ、

メールマガジン、チラシ等の媒

体を用いた広報活動の実施 

 

④連携可能な自治体、業界団体

等とその連携策 
 

⑤参加事業者獲得に関する 

その他の活動 
 

⑥上記③から⑤に関するスケ

ジュールの概要 

6 月  

7 月  

8 月  

9 月  

10 月  

11 月  

12 月  

 

 



 様式第２（第６条関係） 

番     号 

年  月  日 

間接補助事業者 

  

                   一般財団法人 持続性推進機構 

           

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

間接補助事業者選定通知書 

 

   年  月  日付け    第         号で選定申請のあった令和 2年度二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）に

ついては、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量

削減のための環境経営体制構築支援事業）交付規程（令和２年６月５日 IPSuS第２００６０５００１号。

以下「交付規程」という。）第６条第 1項の規定により、下記のとおり認定することを決定したので、通

知する。 

記 

 

１ 間接補助事業及びその内容は、   年  月  日付け  第         号選定申請書のとおりで

ある。  

                                       

２ 支援を行った 1 事業者あたりの基準額及び間接補助金の額は次のとおりである。ただし、1 事業者あ

たりの基準額又は間接補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。                                        

間接補助事業に基づく支援パターン 
1 事業者あた

りの基準額 
間接補助金額 

初歩的な環境経営体制構築のための取組に対する支援 300,000 円 150,000 

より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（5 回支援） 410,000 円 200,000 

より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（3 回支援） 270,000 円 135,000 

 

３ 事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う間接補助金の額は、支援を行った 1 事業者あ

たり、前項の間接補助金額を上限とする。 

 

４ 間接補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排

出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援

事業）交付要綱（令和２年３月３０日付け環政経発第２００３３０３号）、二酸化炭素排出抑制対策事

業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）実施要

領（令和２年３月２５日付け環政経発第２００３２５３号）及び交付規程に従わなければならない。 

 

５ この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は２０２１年２月２

６日とする。 

以上



 

 

様式第３（第７条関係） 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

遂行状況報告書 

間接補助事業者  

 

 

事業者 
ID 

事業者基本情報 

支援 

相談人 

第1回支援 第2回支援 第3回支援 第4回支援 第5回支援 
支援 

証明 

有無 

CO2 

データ 

有無 

EMS 

登録審査 

申込有無 
事業者名 

支援 

パターン 

参加申込 

受付日 
訪問日 

支援 

報告書 

有無 

訪問日 

支援 

報告書 

有無 

訪問日 

支援 

報告書 

有無 

訪問日 

支援 

報告書 

有無 

訪問日 

支援 

報告書 

有無 

                  

                  

                  

                  

 



 

 

様式第４（第１０条関係） 

番     号 

年  月  日 

一般財団法人 持続性推進機構 

 

                   間接補助事業者 住    所 

                       氏名又は名称 

                代表者の職・氏名         印 

           

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

間接補助金交付申請兼完了報告書 

 

   年  月  日付け    第         号で間接補助事業者としての認定の通知

を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量

削減のための環境経営体制構築支援事業）に基づく間接補助事業を完了しましたので、令

和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量

削減のための環境経営体制構築支援事業）交付規程（令和２年６月５日 IPSuS第２００６

０５００１号）第１０条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 
１ 間接補助事業の実施期間：令和 年  月  日 ～ 令和 年  月  日 

 

２ 間 接 補 助 金 申 請 額： 金            円 

 

内訳 

支援種別 
完了した支援 

（件数） 

1支援当たりの 

間接補助金（円） 
交付申請額（円） 

初歩的な環境経営体制構築のための取組に

対する支援 
①A  ②A  ①A×②A  

より高度な環境経営体制構築のための取組

に対する支援（5回支援） 
①B5  ②B5  ①B5×②B5  

より高度な環境経営体制構築のための取組

に対する支援（3回支援） 
①B3  ②B3  ①B3×②B3  

    交付申請額合計（円）  

 
３ 間接補助事業の実施状況： 様式第５ 間接補助事業実施報告書のとおり 

 

４ 補 助 対 象 経 費 の 内 訳：別紙１ 補助対象経費明細のとおり 

 

５ 別添 

 事業者による参加申込書（写） 

 事業者による支援証明書（写） 

 支援相談人による支援報告書 

 支援を行った事業者ごとの二酸化炭素排出量算定結果 

 継続的な環境経営体制の構築を担保すること示す書類（写） 

以上 



 

 

別紙 

中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業 補助対象経費明細 

間接補助事業者 

 

 

1. 初歩的な環境経営体制構築のための取組に対する支援 

# 
支援を行った事業者 支援相談人 

氏名 

戸別訪問支援実施日 補助対象経費 

事業者 ID 事業者名 所在地 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 間接補助事業者 支援相談人 事業者 小計 

1              

2              

         合計     

 

 

2. より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（5 回支援） 

# 
支援を行った事業者 支援相談人 

氏名 

戸別訪問支援実施日 補助対象経費 

事業者 ID 事業者名 所在地 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 間接補助事業者 支援相談人 事業者 小計 

1              

2              

         合計     

 

 

3. より高度な環境経営体制構築のための取組に対する支援（3 回支援） 

# 
支援を行った事業者 支援相談人 

氏名 

戸別訪問支援実施日 補助対象経費 

事業者 ID 事業者名 所在地 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 間接補助事業者 支援相談人 事業者 小計 

1              

2              

         合計     

 

 



 

 

様式第５（第１０条関係） 

 

番     号 

年  月  日 

  

環 境 大 臣 殿 

 

               間接補助事業者 住    所 

                     氏名又は名称 

              代表者の職・氏名            印 

 

           

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

間接補助事業報告書 

 

   年  月  日付け    第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経

営体制構築支援事業）について、令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（中

小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）交付規程（令

和２年６月５日 IPSuS第２００６０５００１号）第１０条第２項の規定に基づき下記のと

おり報告します。 

 

記 

 

１ 事業実施による二酸化炭素排出削減効果について 

（１）取組期間の二酸化炭素排出削減量（前年同期間比、実績） 

 

支援を行った事業者（事業者数） 事業者の取組期間における二酸化炭素削減量（kg-CO2） 

  

 

区分 事業者数 
支援を行った全事業者に対する

割合（％） 

取組期間において、総量で二酸化

炭素排出の削減を達成した事業

者（A） 

  

取組期間において、総量で二酸化

炭素排出を削減できなかったも

のの、原単位で削減を達成した事

業者（B） 

  

支援の効果が認められた事業者

（A+B） 
  

 

（２）別紙 支援を行った事業者の二酸化炭素排出量算定結果一覧 

以上 



 

 

様式第６（第１１条関係） 

 

                                                          番 号 

  年  月  日 

 

間接補助事業者 

一般財団法人持続性推進機構 

 

 

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業） 

間接補助金交付決定通知書兼交付額確定通知書 

 

 

   年  月  日付け    第         号で交付決定した二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助

金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）については、  年  

月  日付けの完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金（中小事業者による排出量算定・排出量削減のための環境経営体制構築支援事業）交

付規程（令和２年６月５日 IPSuS第２００６０５００１号。以下「交付規程」という。）第１１条第１項

の規定により通知する。 

 

 

記 

 

       確  定  額  金            円 

 

 

 

 

ただし、間接補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程第１１条第２項ただし書

の定めるところにより算定されている場合は、消費税の申告後において精算減額又は返還を行うことと

ずる。 

 

以上 


